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っています。ところが、中学校では、それも分

かっていながら、本当に夜中までかかって丁寧

に書くんです、あれ。そういったことの入選の

システムについては、中学校の教員としては非

常に疑念を感じております。 

 先ほどお話ししましたように、大きくは当日

の学力検査、それから内申点の９教科の評定の

合計、まずここがほとんどだと思います、現実

的にも。だとすれば、その生活の記録というの

が果たしてどこまで必要なのか。また、先ほど

お話ししたように、特別な子供とか、そういう

子供については事前訪問の中で校長からも話を

しております。そういうレベルで、膝をつかえ

て、心の通じ合うようなところで話をし、共有

すべきだなと、私は思います。 

 一方で、法的に見ると、あの調査書というの

はそのまま、調査書として指導要録として高校

に上げてある。それが基本になっております。

そこは基本、指導要録はそれぞれのよさをちゃ

んと見て、子供一人一人の高校生活に資するよ

うな資料となっておりますから、これは丁寧に

も書きたいですし、大事なことだと思いますが、

元に戻りますが、選抜なわけです。結局、落と

すか落とさないかというときに、あの生活の記

録が果たして願いかなうようなものになるのか

なと、思います。 

 さっき一番最初にあったように、子供によっ

ては生徒会の役員してたんだけど、これ内申点

上がるよねとかって、やっぱりそういうことを

考える子供がいることは、子供が悪いのではな

くて、このシステムに問題あると思います。か

つ、これからいろんな特徴のある学校が出てく

るときに、ああいう一律のものが必要なのでは

なくて、私の学校ではこういう子供が欲しいか

ら、成績はこうだけど、こういう子が欲しいと

いう、理想から言えば、それぞれの選抜をその

学校独自のものでやっていくというのが本来の

姿ではないかなと。そういうことが進められて

いるのは、もう私立学校がそういうことを進め

られているので、今どんどんどんどん私立学校

のほうに行って、公立はだんだん下がっている。

そういったものも背景にあるので、ご提言いた

だいたものについては私も現況のように強く訴

えていきたいと思っております。どうもありが

とうございます。 

○鈴木富美子議長 ３番、勝見英一朗議員。 

○３番 勝見英一朗議員 先ほどのアンケートの

話でもありました、紹介いただきましたけれど

も、予想以上に多い生徒が多彩な活動を希望し

てるということで、今後の活動には中学生には

期待できるなと、大きく思ったところでした。 

 それにしても、そうした多彩な活動が本人の

活動記録として、自分の活動をした成果として

それが反映されるといいますか、取り上げられ

るといいますか、大事にされる。そうした仕組

みになるように、ぜひ教育長の立場からも力を

尽くしていただきたいと思います。 
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○鈴木富美子議長 次に、順位２番、議席番号13

番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 おはようございます。 

 共創長井の平 進介でございます。よろしく

お願いをいたします。 

 このたびも、一問一答方式にて一般質問を行

います。今定例会の一般質問は、大きく２点に

ついてお尋ねをいたします。１つはふるさと納

税制度について、２つ目は消防団の装備等の充

実に向けてでございます。順次お伺いしていき

ますので、よろしくお願いをいたします。 

 最初に、ふるさと納税制度についてお尋ねを

いたします。 

 この件につきましては、昨年６月定例会で質
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問いたしましたが、本年10月から制度ルールが

変更されましたので、その辺りを中心にお聞き

してまいります。また、この件につきましては、

内谷邦彦議員も通告しておられるようでござい

ますので、できるだけたんたんとお聞きしてま

いりたいと思います。 

 ふるさと納税の制度は、地方税法等の改正に

よりまして、平成20年５月からスタートしてお

ります。前首相の菅義偉氏が総務大臣時代に旗

振り役となって始まったと言われております。

その趣旨でありますが、都市部と地方の自治体

間の税収格差を是正しようというもので、財政

基盤の弱い自治体にとっては、寄附金を子育て

支援などの課題解決に活用できるほか、返礼品

の調達を通して地元産業の振興を図ることがで

きるという利点がございます。 

 ふるさと納税を行いますと、基本的に2,000

円の自己負担金を除いた金額が所得税、住民税

の合計額から控除されます。総務省のホームペ

ージを閲覧しますと、ふるさと納税のデータを

見ることができます。開始年度の平成20年度の

ふるさと納税額は、全国合計で81億3,900万円

となっております。今年で16年目を迎えますが、

昨年度の令和４年度の全国合計は9,654億円と

１兆円が目前の状況です。開始年度の平成20年

度と比較すると100倍以上になっております。 

 しかしながら、年々利用が拡大するのに伴い、

制度のひずみが露呈してきていると言われてお

ります。そうしたことを踏まえ、順次質問して

まいります。 

 初めに、（１）本年10月からふるさと納税制

度のルールが変更された主な内容についてお尋

ねをいたします。 

 ただいま申し上げましたように、利用の拡大

に伴い、制度のひずみが出てきてると言われて

おります。そのため、本年10月１日から制度が

変更されたようでありますが、変更された主な

内容について、総合政策課長にお聞きをいたし

ます。特に募集費用額５割以下とされている部

分や、地場産品の基準の変更内容についてお聞

かせいただきたいと思います。 

○鈴木富美子議長 渡邊恵子総合政策課長。 

○渡邊恵子総合政策課長 このたびのふるさと納

税に関する制度改正の具体的内容ですが、議員

ご指摘のとおり、大きく２つあります。 

 １つは、経費率の計算に含める対象経費の拡

大です。ふるさと納税制度において、自治体は

返礼品の調達や送料、ポータルサイトに支払う

手数料など、寄附の募集に係る経費については

寄附金額の５割以内に抑えることが求められて

います。今回の改正では、経費の算出に当たり、

これまで対象とされていなかった確定申告の際

必要な寄附金受領証の発行に要する経費や、あ

らかじめ手続をすることで確定申告しなくても

税額控除が受けられるワンストップ特例制度の

事務に係る費用のほか、ふるさと納税以外の業

務を兼任する職員の人件費等も全て募集に要す

る経費に含め、算出することとなりました。 

 主な改正の２つ目は、地場産品基準の厳格化

です。従来は自治体の属する区域外で生産され

たものであっても、肉類の熟成や精米などの加

工地が自治体の属する区域であれば地場産品と

して認められてきましたが、今回の改正では、

熟成肉、精米について、地場産品として認めら

れるのは、自治体の属する都道府県で生産され

るものに限られるとされました。 

 ほかにも、地場産品と認められる加工、その

他の工程の定義がより詳細に示されたほか、当

該自治体独自の返礼品であることが明白なもの

に該当しない具体的事例が示されたことで、全

国的に従来取扱可能であった返礼品が対象外と

なるケースが生じています。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 次に、（２）の寄附募

集に係る経費の範囲拡大と地場産品基準の見直

しによる影響と対応策はについてお尋ねをいた
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します。 

 ただいま課長から説明がありましたとおり、

10月から寄附募集に係る経費の範囲が拡大され、

寄附額の５割以下とする基準を確保することが

難しくなったようですし、また、地場産品の基

準も厳しくなったようでありますが、その影響

と対応策について、どのように考えておられる

のか、総合政策課長にお聞きをいたします。 

 なお、令和４年度分について、経費について

は寄附額の何％だったのかについてもお聞かせ

いただきたいと思います。 

○鈴木富美子議長 渡邊恵子総合政策課長。 

○渡邊恵子総合政策課長 寄附募集に係る経費の

範囲拡大という部分に関しましては、先ほど申

し上げましたとおり、これまで対象とされてい

なかった経費が新たに加わることで、経費率の

上昇が見込まれますので、寄附額の５割以内に

抑えられるように、ふるさと納税業務に係る委

託料等について見直しを図るほか、お礼の品に

対する寄附金額の一部値上げなどで対応してま

いります。 

 また、地場産品基準の見直しによる影響につ

きまして申し上げますと、これまで本市独自の

返礼品として取り扱ってきた長井産ホップを使

用したキリンビールについては、基準の厳格化

に伴い、この10月から取扱いを中止しておりま

す。影響額は、年間で約５億円程度と見込んで

おりますが、ほかの主力商品、例えばフルーツ

などのＰＲ強化や、新商品などでカバーする必

要があると考えております。関係機関と協力、

協議しながら、より魅力的な返礼品の開発を検

討したいと考えているところです。 

 なお、令和４年度の制度改正前の経費率につ

いては、寄附額約17億円に対し、経費は約８億

2,000万円で、約48％となっております。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 次に移ります。（３）

の新たな返礼品の開発も必要ではについてお尋

ねをいたします。 

 総務省のふるさと納税の推移のデータを集計

してみますと、長井市のふるさと納税の平成20

年度から令和４年度までの15年間の総額は、66

億6,000万円となるようです。件数では、39万

件です。山形県内の13市を比較しますと、多い

ところでは寒河江市が271億円、天童市が233億

円、山形市201億円と続き、長井市の66億6,000

万円は10番目となるようです。単年度でいえば、

長井市の令和４年度の寄附額は16億9,500万円

です。返礼品を含む経費を令和４年度は48％と

いうことでございましたが、50％と見ても約８

億5,000万円が一般財源になると思います。 

 特にこの財政力が脆弱な地方の自治体にとっ

ては、喉から手が出るほどありがたい財源であ

ります。繰り返しますが、長井市は、この15年

間で66億6,000万円の寄附を受け、その半分の

33億円を一般財源として活用することができた

ということになります。 

 そうした点からも、そのルールの見直し後も、

さらに寄附額を増額していただく手だてが必要

だと思っております。そのためには、新たな返

礼品を開発していくことが重要だと思いますが、

どのように考えておられるのか、総合政策課長

にお聞きをいたします。 

○鈴木富美子議長 渡邊恵子総合政策課長。 

○渡邊恵子総合政策課長 先ほども申し上げまし

たとおり、これまで人気商品の一つであったビ

ールの取扱いができなくなりますので、新たな

お礼の品の開発は非常に重要と考えております。 

 お礼の品として多くのご希望をいただきます

フルーツ、米沢牛などを使った定期便のバリエ

ーションを増やすことや、また、自然を生かし

た体験型サービス、そして市内製造業による新

たな商品の掘り起こしなど、新商品開発に向け

て様々な模索をしているところです。ぜひ議員

の皆様にも定められた経費率の範囲内で多くの

寄附がいただけるような、お礼の品のアイデア
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をお寄せいただければと考えているところです。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 いろいろと検討いただ

きたいと思います。 

 次に移ります。（４）の今年度のふるさと応

援寄附金の直近の額と見込額はについてお尋ね

をいたします。 

 先ほども申し上げましたが、ふるさと納税制

度は、都道府県や市区町村に対してふるさと納

税、寄附をすると、ふるさと納税、この寄附額

のうち2,000円を超える部分について、一定の

限度まで原則として所得税・個人住民税から全

額が控除される制度となっております。そのた

め、ふるさと納税額と寄附額は基本的に同一と

いうことでありますので、質問に当たりまして

は両方の言葉を使いながら質問していきますの

で、よろしくお願いをいたします。 

 それで、本年10月からのルール改正により、

ふるさと応援寄附金の駆け込み申込みがあった

とお聞きをいたしますが、その状況と、直近の

寄附金の総額並びに今年度末の見込額について、

総合政策課長にお聞きをいたします。 

○鈴木富美子議長 渡邊恵子総合政策課長。 

○渡邊恵子総合政策課長 ふるさと納税寄附額の

直近の状況ですけれども、今年４月から11月末

時点の受付ベースの累計で、９億6,000万円ほ

どとなっており、昨年度同時期との比較では、

１億1,000万円ほどの増額となっております。 

 ９月のみの実績で見ますと、昨年度１億

6,000万円ほどに対し、今年度は３億5,000万円

ほどと大きく伸びておりまして、その要因とし

ては、やはり制度改正前の駆け込みがあったも

のと考えております。 

 また、今後の見込みとしましては、10月、11

月、制度改正後の２カ月間の実績で見ますと、

昨年度は２億5,000万円ほどありましたが、今

年度は１億1,000万円ほどとなっておりまして、

制度改正の影響は否定できませんけれども、今

後の推移については、現時点では何とも申し上

げられないというのが正直なところでございま

す。 

 ある報道によりますと、このたびのルール改

正によって７割以上の自治体が10月から寄附金

の値上げや返礼品の一部取扱中止など、新たな

対策を講じております。全国的な傾向として、

寄附額低下の影響も懸念されるところではあり

ますが、本市としましては、ふるさと納税の適

正な運用に留意しつつ、一人でも多くの方にふ

るさと納税で応援したいと思っていただけるよ

うに、本市のＰＲや魅力ある返礼品の開発に努

めてまいりたいと考えているところでございま

す。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 ９月ベースでいきます

と、昨年が１億6,000万円ほどで、今年が３億

5,000万円ほどって、倍ぐらい駆け込み需要が

あったということでありまして、全国的に見る

と、できるだけ寄附額を少ない中でいいものを

返礼品として頂きたいという、何か国民の動き

で、そういった動きがあるのかなという感じで

ありますが、制度としてぜひ残していただいて、

多くの国民の皆さんに活用していただきながら、

長井市でもたくさん寄附をいただきたいなとい

う感じであります。 

 次に移ります。（５）のＱＲコードによるふ

るさと納税制度導入の検討はについてお尋ねを

いたします。 

 この件につきましては、本年６月定例会の一

般質問で、ふるさと納税用自動販売機の設置に

ついては経費がかかることから、特に印刷した

ＱＲコードを手持ちのスマートフォンで読み取

って、表示された特設サイトに個人情報などを

入力して納税する仕組みがあるとの提案をさせ

ていただきました。 

 この件について、検討されているのかどうか

について、総合政策課長にお聞きをいたします。 
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○鈴木富美子議長 渡邊恵子総合政策課長。 

○渡邊恵子総合政策課長 今年の６月議会でご提

案をいただきましたＱＲコードを使ったふるさ

と納税のシステムは、議員ご案内のとおり、市

内店舗などで準備するＱＲコードをお客様がス

マートフォンで読み取り、表示される専用サイ

トから必要事項を入力し、決済すると、その場

で希望する商品をお礼の品として受け取ること

ができるというシステムです。 

 前回の市長答弁では、福島県内で初めて導入

した自治体が、あるイベント会場で使用したと

ころ、５時間半で５件、合計11万円余りの寄附

が寄せられたという事例を紹介させていただき

ました。また、ＱＲコード導入自治体のその他

の先進事例を見ますと、お礼の品の一つとして、

ゴルフ場の利用券ですとか、有名温泉施設利用

券などに人気が集まっているようです。このこ

とは、現地に魅力ある施設があるからこその需

要とも考えられまして、必ずしもＱＲコード導

入による利便性が直接寄附額の増加につながる

とまでは言えないのではないかと考えていると

ころです。 

 長井市を訪れていただいた方に、その場でふ

るさと納税をしていただくためには、利便性も

さることながら、やはり魅力のあるお礼の品を

充実させることが必要だと思います。ＱＲコー

ドを利用したふるさと納税の実施に当たっては、

それを設置する店舗との調整や、問合せへの対

応など、その人件費が経費率に加算されるとい

う課題もございますので、費用対効果も見極め

ながら、引き続きふるさと納税を促す最適なシ

ステムについて、検討を重ねてまいりたいと考

えております。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 現地に魅力のある返礼

品があれば、そうした可能性は出てくるのでは

ないかということでございますので、ぜひ長井

市におきましても、その魅力のところについて

積極的に拡大していけるような、そういう体制

を取っていっていただければと思っております。 

 次に移ります。（６）の本市の寄附金税額控

除の適用状況についてお尋ねをいたします。 

 この件につきましては、昨年６月定例会の一

般質問でもお聞きをしておりますが、今年度分

を含む過去３年間の寄附金額と人数並びに税額

控除額について、税務課長にお聞きをいたしま

す。また、税控除を受ける人数や、寄附金額の

今後の傾向についてもお聞かせいただければと

思います。 

○鈴木富美子議長 髙橋嘉樹税務課長。 

○髙橋嘉樹税務課長 過去３年間の課税年度にお

きます寄附金控除の適用状況について申し上げ

ます。令和３年度分におきましては、これは令

和２年分申告でございますが、寄附金額が

3,108万7,000円、人数が418人、税額控除額に

つきまして、市民税分が1,318万1,000円、県民

税分が878万7,000円となってございます。 

 同じように、令和４年度分、令和３年分申告

におきましては、寄附金額3,656万1,000円、人

数557人、税額控除額、市民税分1,652万3,000

円、県民税分1,101万5,000円となってございま

す。そして、令和５年度分におきましては、令

和４年分申告でございますが、寄附金額4,917

万6,000円、人数741人、税額控除額、市民税分

2,184万7,000円、県民税分1,456万4,000円とな

ってございます。 

 令和５年度分は、令和４年度分に比べまして

人数で184人、寄附金額で1,261万5,000円、そ

れぞれ増えております。確定申告が不要な給与

所得者等について、ふるさと納税が５団体以内

の場合、ふるさと納税先団体に申請すれば、確

定申告をしなくても控除を受けられるワンスト

ップ特例が導入されていることもあり、また、

ふるさと納税の普及とともに、人数、寄附金額、

ともにここまで年々増加傾向にある状況でござ

います。 
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○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 ただいまの税務課長の

答弁によりますと、令和５年度の課税分で長井

市民が長井市以外の自治体に行った寄附金額は

4,900万円で、その分の税控除額は市民税分で

2,100万円ということであります。 

 昨年６月定例会の一般質問の答弁で、財政課

長から、普通交付税算定の基準財政収入額に税

控除額の75％か算入されるので、長井市の実質

的な負担は25％というようなお話がございまし

た。計算いたしますと、2,100万円の25％は520

万円ほどでございますので、長井市への寄附金

額と比べると、金額的には比較すればかなり小

さく、負担は少ないのかなと感じたところでご

ざいます。 

 次に移ります。（７）の制度変更による本市

財政への影響と、ふるさと納税制度をどう捉え

ているのかという点についてお尋ねをいたしま

す。 

 これまで申し上げましたように、ふるさと納

税制度は長井市のような厳しい財政事情の地方

自治体にとりまして、願ってもない制度だと思

うわけですが、長井市の財政を担当する課長と

して、このたびのルール改正がどう影響すると

考えておられるのか。また、ふるさと納税制度

をどのように捉えておられるのかについて、財

政課長にお聞きをいたします。 

○鈴木富美子議長 佐藤 久財政課長。 

○佐藤 久財政課長 おはようございます。私に

は、２点ご質問いただきました。 

 まず、１点目でございますが、本市財政への

影響につきましては、ふるさと納税制度は寄附

金のおおむね50％が自治体の財政収入にできる

という制度でございます。寄附金を頂いている

ということは、全国の他自治体と同様に、ふる

さと納税制度の恩恵を受けていると考えており

ます。これが10月の制度改正によりまして、一

般的に寄附金の額は減少すると言われているよ

うでございます。 

 ただ、制度改正から２カ月程度でございます

ので、今後数カ月程度、状況を見て、財政への

影響を見極める必要があると感じております。

仮にふるさと応援基金の総額が減少したとなれ

ば、財政収入も減少するということになるかと

思います。 

 次に、納税制度をどう捉えているかという点

でございますが、市税をはじめとする財政収入

の大幅な増収が見込めない中、能動的な一面は

ございますが、寄附金のおおむね50％が財政収

入として見込めるふるさと納税制度につきまし

ては、本市のみならず財源確保に苦慮する自治

体にとっては有効な制度と受け止めているとこ

ろでございます。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 それでですが、このふ

るさと納税による寄附金の額については、全国

の自治体によっては、この税収を大きく上回る

ところもあると思っております。 

 こうした点を踏まえますと、そのふるさと納

税による寄附金は、本来の交付税の算定に影響

するのではないかなともちょっと個人的には考

えたりもするのですが、その交付税の算定を所

管する財政課長として、どのように考えていら

っしゃるのか。そして、また今後こうした交付

税制度の見直しがなされていくのかどうか、そ

うした点などについて、情報等がありましたら

ばお聞かせいただければと思います。 

○鈴木富美子議長 佐藤 久財政課長。 

○佐藤 久財政課長 ふるさと応援寄附金、こち

らの交付税算定についてでございますが、現在

のところ、交付税算定にこちらの応援基金のほ

うは含まれないとなってございます。 

 また、今後の交付税制度の見直しにつきまし

ても、国のほうからは現時点で改正する等々の

情報は入ってございません。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 
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○１３番 平 進介議員 次に、この項では最後

の質問となります。（８）のふるさと納税は地

域の魅力を発信し、観光交流人口・関係人口の

拡大についてお尋ねをいたします。 

 ふるさと納税制度は、自治体を応援してもら

うと同時に、その地域の魅力を発信しながら観

光交流人口の拡大や、再び訪れていただくため

の制度として非常に有効だと思っております。

さらに、本制度の趣旨や財政事情等を勘案した

ときに、まだまだ多くの寄附をお願いしていか

なければならないと思いますし、その工夫も必

要だと思います。 

 先ほども総合政策課長からもお話ありました

が、市長として、長井市のこの制度を生かして

いくための方策をどのように考えておられるの

か、お伺いをいたします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 平 進介議員からはふるさと納

税について、私自身どう考えてるかということ

も含めて、地域の魅力を発信して、観光交流人

口、関係人口の拡大に生かすべきだというよう

なご提言でございます。 

 最後の質問、このふるさと納税についてはで

すね、私が最後の答弁ということになるわけで

すが、議員おっしゃるように、16年目でござい

まして、最初の四、五年は、長井市を含めて置

賜の３市５町、ほとんど振るわなかったと思っ

ております。 

 13市の中で、我々累積、15年間の合計で10番

目ぐらいだということなんですが、現在は13市

の中で、恐らく五、六番目ぐらいだと思ってま

す。山形県の35の市町村の中でも、置賜では私

どもと米沢市がトップだと思っておりますけれ

ども、実はこの15年というのは、我々長井市に

とりましては、財政再建を明けた後、本当に平

成の時代当初、１桁、10年代にほとんどできな

かった公共施設のできなかった部分の整備、こ

れが待ったなしの状況でございましたし、財政

再建中に取り上げてきたソフト事業を充実させ

ていこうといったことを、今度はハードととも

に展開する非常に重要な時期だったものですか

ら、ただし、財源がなかったわけですね。した

がって、ふるさと納税を何とか生かしたいとい

うのがこの15年間の大変思いでございまして、

そういった意味では、私個人としては、並々な

らぬ決意を持ってふるさと納税に取り組んでき

たと。 

 一つは、何が一番かというと、まずは一般財

源として公共事業をする際、必ず負担があるわ

けですね。これらの財政調整基金も含めて、も

うほとんど今後の財源を見込めなかったという

こと。それから、実は置賜地域地場産業振興セ

ンターについては、平議員もご承知のとおり、

15年前ぐらいは年間１億3,000万円ぐらいずつ

市から支援しなきゃいけなかったんですね。現

在はもう2,000万円まで減ってます。それは何

かというと、ふるさと納税を置賜地域地場産業

振興センターで総括して窓口として、そのため

の収益を地場産センターでも上げることができ

たんですね。 

 したがって、一部タスの業界負担金というの

で2,000万円ぐらいずつ、たしかまだ十四、五

年前ぐらいまでは返してたんですけども、それ

もなくなって、さらに地場産センターのほうは

7,000万円ぐらい、実は負担を少なくできてい

るんですね。これが我々とすれば、一般財源と、

それから地場産センターの負担をなくすことが

できると。 

 そして、また、置賜３市５町の中では長井市

だけが、長井市出身の方で、県外で組織する県

人会みたいなのですね、例えば一番多いのが南

陽会ですか。南陽会なんかですと、会員がもう

3,000人、4,000人いたというようなことで、と

ころが、長井市だけがそういう県人会がなかっ

たんですね。関東致芳会という、致芳地区の皆

さんの会しかなかったと。 
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 それを何とかして今、我々長井市、ふるさと

が厳しいので、県外で活躍されている方、また

県外で頑張ってる方に長井市を応援していただ

こうということで、現在、ふるさと長井会をつ

くっていただいているわけですけども、こうい

ったことで関係人口はもちろん、やっぱり地元

出身の皆様に県外から応援していただくという

のは、長井市にとって必要不可欠だと。そんな

思いから、このふるさと納税も、そういった県

外の人たちに、長井市出身の方たちに応援して

もらうというのが本来の菅元総理がおっしゃっ

てた。結局、生まれ育った地域が今人口減少で

非常に疲弊しているわけですね。 

 ですから、自分が生まれ育って、高校まで、

大変お世話になった、そういった恩返しという

ことで、納税は自分が住んでる県外の市町村に

されてるわけですから、その一部を生まれ育っ

た長井市に応援しようと。また、長井市に住ん

でおられる、もしかしたらご両親であったり、

親族であったり、友達、そういった人たちにも

応援しようということのふるさと納税、これを

生かさない手はないと。 

 ただし、非常に厳しかったと思ってます。特

に寒河江市、天童市、それから山形市とか、そ

ういったところは多分納税額の３分の１から半

分ぐらいが米なんですね。ですから、地元のＪ

Ａさんと一体となって、米が例えば納税してい

ただいた方の１年間の米の需要をもう何俵みた

いな格好でふるさと納税をして、毎月10キロと

か20キロとか送ってもらってたと。そういうの

が今はちょっと違うかもしれませんけども、初

期から中期の段階の、例えば寒河江市さんも、

天童市さんも、お聞きすると、果樹はもちろん

です、東根市もそうですけど。でも、それと同

等に米が非常に大きな収入源だったと。しかる

に残念ながら置賜はそれができなかったので、

ですから振るわなくて、置賜３市５町の中で、

まだ１億円程度、年間ぐらいのふるさと納税の

まちなどもあると思います。 

 そんな状況でございましたので、今回はビー

ルが対象から外れてしまったと。唯一、山形県

内では長井市だけがホップということで、キリ

ンビールを生産地というか、工場がないにもか

かわらず、してもらってたんですが、それを聞

きつけて、ほかの市町村も、うちもホップやっ

てるぞということで、置賜でしたら米沢市も、

南陽市も、ここ一、二年対象にしたと聞いてお

ります。 

 そんなことから、ビールが駄目になって、非

常につらいというのが実態で、これからは議員

おっしゃるように、いろんな知恵を絞って、ま

たＪＡさんにもご協力いただきながら、米など

を主生産ですから、ぜひふるさと納税の産品に

充実させていきたいと思っています。 

 あと、もう一つ、関係人口とか、あるいは観

光交流なんですが、実は山形県で恐らく我々だ

けだと思うんですが、フラワー長井線の一日乗

車券、フリーで一日乗り放題なんですね。それ

と、絵はがきを２枚か３枚ぐらいのセットをふ

るさと納税していただいた方全員に一緒に送付

させてもらってるんですね。これは要は、ぜひ

ふるさと納税していただいたお礼とともに、長

井市にはこういうふるさとのまちを、田園を走

るフラワー長井線が、こういう美しい鉄道があ

るんだよと。 

 あと、ぜひ一日フリー切符で、それで長井市

に来ていただきたいということなどをやってま

すが、これからいろんな観光商品、あるいは宿

泊とか、最近面白いところですと、あるまちで

は県外ですけど、もちろんね、ケーブルテレビ

の一日パーソナリティーみたいなものを100万

円で募集したと。それで、それを応募した全く

関係ない県の人ですね、60代、70代ぐらいの女

性の方が応募して、それがテレビのニュースで

出てましたけども、そういった話題づくり。例

えば一日、お城がある城下町だったら城主にな
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るとか、あるいは一日お城に泊まることができ

るとか、あとはたしか市町村長にもなれる、一

日市長とかですね、そんなのもあったと思いま

す。 

 そういった話題づくりも含めて、関心を持っ

てもらって、関係人口、観光交流につなげてい

きたいと思っております。今後ともよろしくご

助言いただきたいと思います。ありがとうござ

いました。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 市長から答弁いただい

たわけですが、並々ならぬ決意を持ってという

ことでございます。 

 昨年度のその県内13市の給付額、ふるさと納

税額の推移を見てみますと、これまでの総額の

部分と順位的にはあまり変わらないぐらいの状

況になっているようですので、なお、また市長

のほうでご覧いただければと思います。 

 先日、米沢市長選挙が行われまして、３人の

新人によって争われたわけですが、その結果、

前衆議院議員の近藤洋介氏が当選されて、今後

の米沢市のかじ取りとともに、その置賜圏域の

中心市としてのかじ取りということで、そこに

も大いに期待したいと思っております。 

 その近藤氏が選挙戦での第一声、この山形新

聞で報じられておりましたが、それによります

と、ふるさと納税の寄附額を４年以内に50億円

に引き上げるという、かなり大きい話をされて

おられたようです。昨年度の米沢市のふるさと

納税の額が16億9,200万円で、長井市の16億

9,500万円とほぼほぼ同じなんですが、４年間

でこれを50億円にするというお話、されるんだ

ろうと思いますけども、隣の同じ額を受けてお

られる内谷市長としては、この見解というかな、

ちょっとお聞かせいただければと思いますが。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 次期、近藤米沢市長には大いに

期待しますし、あとは３市５町で力を合わせて、

米沢市は中心市とした定住自立圏も行ってます

ので、力を合わせていきたいと思いますが、ふ

るさと納税50億円というのは、かなりハードル

高いと思いますけれども、ただ、発掘しますと、

例えば米沢市は布団を生産してる工場があるん

だそうです。そうすると、その布団そのものを

商品というか、ふるさと納税の返礼品にできる

んですね。 

 私どももないかといろいろ探してるんですが、

なかなか製品になってるものが非常に少ないん

ですね。一時期、米沢市はＮＥＣのパソコンが、

あそこで最終的に組立てをやっておりましたの

で、それを景品にしてた時期があったんですね。

ただし、それが20万円、30万円、高いものだと

50万円、それは換金できるということで、一時

期禁止されました。私どもも伊佐沢にありまし

た、なくなってしまったんですけどね、ティー

エヌアイ工業ですね、ニコンの子会社があった

んですが、そこのレンズなどもさせてもらった

時期があったんですが、換金性があるというの

で駄目になったんですね。 

 それがまたちょっと変わってきつつあります

けれども、あと、米沢市、長井市もあるんです

けども、例えば温泉旅館の宿泊券とか、そうい

ったものなんかもできるので、米沢市は本気で

やれば、長井市もありますけど、そういうポテ

ンシャルが高いと思っておりますので、その辺

を近藤さんは見ていらっしゃるんだろうと。た

だし、50億円には必ず米を絡めないと無理だと

思います。ですから、いかにＪＡ山形おきたま

さんと我々３市５町、力を合わせてやっていけ

るかですね。 

 ちなみに、寒河江市さんは西村山の農協さん

ともうぴったりで、一緒になってやってます。

そういった取組が、ただ、ＪＡ山形おきたまさ

んはおきたまさんの事情があるので、いろいろ

頑張ってはいただいてますが、その辺も含めて、

検討していかなきゃいけないのかなと思ってお
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ります。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 ぜひ50億円を目指して、

あと、おきたま農協さんと、米沢市の市長さん

もなられましたので、一緒に頑張っていただけ

ればと思います。よろしくお願いします。 

 次に、２番目の消防団の装備等の充実に向け

て、お尋ねをしてまいりたいと思いますが、ち

ょっと時間の関係上、併せて答弁をいただきた

いと思っておりますので、よろしくお願いしま

す。 

 最初に、（１）の消防団の装備の基準等の一

部改正と主な装備内容について、お尋ねをいた

します。 

 総務省消防庁は、平成25年12月に、消防団を

中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

が公布・施行されたことを受けまして、翌年の

平成26年２月に消防団の装備の基準等の改正を

行いました。 

 現在の消防団の装備につきましては、この基

準に基づいて行われていると思いますが、改正

された主な整備内容について、特に個人装備の

点を中心に、消防主幹にお聞きをいたします。 

 また、次の（２）の消防個人装備の整備状況

と本年度の納入時期につきまして、今年度の予

算で高視認性活動服600着、高視認性雨衣600着、

高性能防火衣20着、こうしたものが予算化され

ているわけですが、この実際に購入する数や納

入時期及び整備するに当たってのその国の補助

制度と補助率、その結果の長井市の持ち出し割

合について、消防主幹にお聞きをいたします。 

○鈴木富美子議長 鈴木浩一郎消防主幹。 

○鈴木浩一郎消防主幹 まず、最初のご質問でご

ざいますけども、消防団員の個人装備につきま

しては、平成26年２月に改正されました消防団

の装備の基準によりまして、東日本大震災にお

いて、多数の消防団員が犠牲になったことを踏

まえまして、救助用の半長靴や救命胴衣などの

消防団員の安全確保のための装備が充実された

ところでございます。また、耐切創の手袋や救

命胴衣などの個人装備につきましても明確に位

置づけがされまして、消防団員全員に配備する

ように改正されました。 

 また、あわせまして、消防団員の服制の基準

も改正されまして、特に活動服につきましては、

機能性及びデザイン性の向上が図られまして、

消防団員の士気向上等に資する観点から、消防

団員等の意見を踏まえ、活動服の形式が高視認

性のものに変更されてございます。 

 続きまして、２番目のご質問でございますけ

ども、現在の団員の個人装備の配備状況でござ

いますけども、現在、全団員に配備が望ましい

とされております活動服、アポロキャップ、安

全帽、雨衣、耐切創手袋、救助用の半長靴につ

きましては全団員分、救命胴衣につきましては、

部長以上の団員及び各班に５着ずつの計277着

を整備してございます。 

 さらに、地域の実情に応じて配備されること

とされております防寒衣につきましては、寒冷

地であることを考慮いたしまして、全団員分、

ヘッドライトにつきましては、救命胴衣と同様

の配備で270個を整備してございます。さらに、

消火活動に用いる防火服及び防火帽につきまし

ては、現在救急時のものではございますが、各

班に３着ずつ整備をしてございます。今年度、

整備予定の高視認性の活動服及び雨衣につきま

しては、現在の全団員分575着分、高性能防火

服につきましては、24着分を整備いたす予定で

ございます。 

 財源につきましては、消防団設備整備費補助

金の消防団救助能力向上資機材緊急整備事業を

活用いたしまして、補助率につきましては事業

費の３分の１で、残りの３分の２のうち80％が

特別交付税措置になるものでございまして、長

井市の持ち出し分につきましては、率にしまし

て総事業費の約13％となってございます。 
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 続きまして、３番目のご質問でございます。

消防団に必要な個人装備の中で、全団員に整備

が望ましいとされており、まだ整備されてない

ものにつきましては、防じん眼鏡と防じんマス

クになりまして、来年度以降、他の被服の整備

や消防ポンプ自動車や水利の整備など、ほかの

事業とも調整を図りまして、補助事業等を活用

しながら準備、整備を進めていく予定でありま

す。 

 防寒衣につきましては、長井市は寒冷地であ

ることから、地域の実情に応じて全団員に整備

してるところでございますが、平成24年度の配

備から10年以上経過してることを踏まえ、令和

６年度、来年度の整備に向けて予算要求を行っ

てる段階でございます。あわせて、防火衣につ

きましても100着予算要求を行っているところ

でございます。 

 なお、防寒衣及び防火服の整備につきまして

は、活動服と同様の補助制度を活用する予定で

ございます。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 今回の活動服、それか

ら雨衣等についてのその長井市の負担分が13％

ぐらいということで、大変いい国の制度を活用

していただいてると思っておりますので、今後

ともその団員の個人装備の整備につきましては、

ぜひこうした補助制度を活用しながら整備いた

だければと思います。 

 今、消防主幹のほうから（３）の来年度以降

の個人装備の充実に向けた対応についても答弁

いただきましたので、次に移りたいと思います。 

 （４）の団員の減少に伴う団活動と機能別消

防団対策はについてお尋ねしたいところですが、

この部分と、それから大変申し訳ありませんが、

最後に市長にお聞きしたいところがあるもので、

（５）の消防ポンプ自動車の配備状況のところ、

（４）と（５）、（６）のところです。 

 （５）の消防ポンプ自動車の整備状況につい

てでありますが、本年度、第２分団の成田に消

防ポンプ自動車を整備することになっておりま

して、納入期限は令和６年12月となっておりま

す。このポンプ自動車は、これまでのものと異

なって、重量が６トンとなるために、これまで

の普通免許では運転できず、準中型免許が必要

となるとのお話をお聞きしているところです。

それで、各分団の消防ポンプ自動車について、

更新する基準年数と、今後の整備状況について、

消防主幹にお聞きしたいと思います。 

 また、（６）の消防ポンプ班の運転免許の取

得状況についてお尋ねをいたします。 

 これからの消防ポンプ自動車については、準

中型免許が必要となるとのことでありますが、

現状その各分団のポンプ車班の運転免許の取得

状況はどのようになっているのかについても消

防主幹にお尋ねをいたします。 

○鈴木富美子議長 鈴木浩一郎消防主幹。 

○鈴木浩一郎消防主幹 それでは、４番から６番

までお答え申し上げます。 

 ４番の……。 

○鈴木富美子議長 主幹に申し上げます。４番に

ついては質問をしていないので、５番と６番で

お願いいたします。 

○鈴木浩一郎消防主幹 はい、失礼いたしました。 

○１３番 平 進介議員 したよ。 

○鈴木富美子議長 失礼しました。４、５、６、

まとめてお願いします。 

○鈴木浩一郎消防主幹 それでは、４番のほうか

らお答え申し上げます。 

 現在、各分団におきましては、議員がご指摘

するような状況は定員が600名に改正される前

から複数出てきておる状況でございます。この

ような状況は、三役をはじめ、団幹部も承知を

しておりまして、平時の活動につきましては当

該部や班に限らず、近隣の部や班の協力をいた

だいておりますし、いざ火災などの災害が発生

した場合は部班のみならず、当該分団や他の地
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域の分団も一致協力して活動いただいておりま

す。 

 しかしながら、年々個々の部、班においての

活動が厳しくなってきているのは議員ご指摘の

とおり、喫緊の課題でもございますので、団幹

部と協議を進めてまいりたいと考えております。

団員が減少している、つまり、担い手不足の現

状は、県内自治体のみならず、全国的な課題の

一つとなってございまして、国におきましては、

ポスターやパンフレットの配布、ＰＲ動画の作

成など、問題解決に取り組んでおります。 

 本市においては、現役団員による声がけなど

により団員募集を行っておりますが、団員確保

にはやはり地域の方々のご協力が不可欠である

と考えております。 

 機能別消防団制度の導入につきましては、昨

年９月の定例会一般質問でもご質問をいただい

ておりますけども、処遇や装備、出動体制、消

防団ＯＢの移行加入など、様々な面について団

幹部を含め、内部で検討を進めてる段階でござ

います。県内の他自治体などの導入状況も参考

にしながら進めてまいりたいと考えております

が、あくまで機能別消防団制度につきましては、

団員減少対策の補完的な位置づけでございます

ので、まずは新入団員の確保に向けて取り組ん

でまいりたいと考えております。 

 続きまして、５番目の消防ポンプ自動車の整

備状況についてでございます。 

 消防ポンプ自動車の更新基準につきましては、

整備後20年とさせていただいておりまして、近

年では令和４年、５年度で５分団、今泉地区の

１台を更新いたしております。今後の予定とい

たしましては、９月定例会でも議決をいただき

ましたが、令和５、６年、２か年で２分団の成

田地区、これ以降につきましては、令和７年度

は３分団の草岡地区、令和８年度は４分団の九

野本地区、令和９年度は５分団の時庭地区、令

和10年度は６分団の伊佐沢地区と順次、更新を

進める予定でございます。 

 続きまして、６番のご質問でございますけど

も、消防ポンプ自動車を有する班につきまして

は、２、３、４、６分団に１班ずつ、５分団に

は今泉地区と時庭地区の２班がございまして、

総員が65名となっております。 

 本年度の免許取得状況につきましては、総員

65名のうち、準中型免許以上の保有率につきま

しては50名でありまして、全体の約77％となっ

てございます。班別に申し上げますと、準中型

免許以上の取得者が、２分団につきましては12

名中８名、３分団は９名中７名、４分団は14名

中９名、５分団の時庭地区は12名中12名、今泉

地区は８名中４名、６分団は10名中10名となっ

てございます。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 最後の質問に入ります。

（７）の新たな準中型免許取得に係る補助制度

について、市長に伺います。 

 今後、整備をしていく消防ポンプ自動車を運

転するには、準中型免許が必要ということにな

りますが、普通の人は普通免許しか取らないわ

けですが、特別にこの消防ポンプ自動車を運転

するために免許を取得するということになりま

すので、これを取得する際の支援措置が必要で

はないかと思うわけですが、最後に市長の見解

をお伺いいたします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 議員おっしゃるとおりでござい

まして、準中型というのは、若い人は持ってな

いんですね。何歳以上になるかですが、以前、

普通免許証でできたのが近年変わってまいりま

したので、そういったところから、これは配慮

しなければいけないと。大体18万円ぐらいかか

るんだそうですね。しかも９日間の講習などを

受けなきゃいけないということで、県内の状況

を見てみますと、支援をし出した消防本部もご

ざいますので、まだ少数ですけども、そういっ
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た状況と、それから団幹部と相談いたしまして、

その辺を基本的には支援しながら取得していた

だくと、計画を立ててですね。そんなことで検

討しなければならないと考えておりますので、

改めて団幹部と相談したいと思います。 

○鈴木富美子議長 13番、平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 消防団の団員数も減少

してきております。その災害時における消防団

の活動につきましては、市民の命や財産を守っ

てもらうためのその地域の宝だと思っておりま

す。ぜひ消防団が安全に活動しやすい環境整備

を図っていくことが大事だと思いますし、私た

ちの使命だと思っておりますので、今後ともよ

ろしくお願いをいたします。 

 以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。 

○鈴木富美子議長 ここで暫時休憩いたします。 

 再開は午後１時といたします。 

 

 

   午前１１時５９分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○鈴木富美子議長 休憩前に復し、会議を再開い

たします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 なお、渡部秀樹議員から、資料の配付につい

て申出があり、会議規則第150条の規定により

許可いたしましたので、ご報告いたします。 

 

 

 内谷邦彦議員の質問 

 

 

○鈴木富美子議長 順位３番、議席番号９番、内

谷邦彦議員。 

  （９番内谷邦彦議員登壇） 

○９番 内谷邦彦議員 政新長井の内谷邦彦です。

通告書に従い、質問いたします。明確な回答を

よろしくお願いいたします。 

 １点目は、空き店舗に関して伺います。 

 令和３年３月30日認定の第２期長井市中心市

街地活性化基本計画によると、中心市街地の商

店街の状況は平成16年度、総店舗数268店舗、

うち空き店舗は51店舗、令和１年度の総店舗数

は226店舗、うち空き店舗は52店舗となってお

ります。平成16年から令和元年までの15年間で

24店舗が廃業しております。空き店舗について

は１店舗増え、52店舗となっております。 

 最初に、産業参事に伺います。現状、令和５

年度での中心市街地においての総店舗数及び空

き店舗数について伺います。また、空き店舗と

なられた店舗の業種について、どのようになっ

ているのかを伺います。 

 次に、廃業された店舗について、廃業の理由

についてはどのように把握されているのか伺い

ます。通常、廃業の理由としては、直接的な経

営不振によるもので、消費者ニーズへの対応不

足、大型店などの出店、交通状況の立地条件の

悪化があります。次に考えられるのは、高齢に

よるもの、病気などや店舗の老朽化などがあり

ますが、理由として把握されているのかを伺い

ます。 

 次に、空き店舗に対しての行政としての対応

について伺います。 

 中心市街地活性化基本計画の中に、空き地、

空き店舗の解消の項目があり、目標値が設定さ

れております。数値目標１、起業・創業支援事

業として、空き地、空き店舗等を活用して、起

業する方の開業に必要な経費の一部を支援する

ものとし、新たに空き地への新築や蔵の活用も

対象とした制度に拡充、実施期間、令和３年度

からで、年間平均３件の通常起業・創業支援分

として予算計上されておりますが、現状につい

て伺います。 


